
重点
目標

基本
方向

令和元年度施策実施状況
事業費実績
（千円）

所 管 課

●男女共同参画の理解促進事業
　①若者に向けた男女共同参画推進啓発事業（４ヵ所、受講者434名）
　②地域に向けた男女共同参画推進事業（４回、受講者のべ195名）
　③市町村、団体等の男女共同参画に関する相談対応（相談件数：34件）

1,588

●広報誌やホームページなどを活用した情報提供、報道機関への情報提供
　①県の各種広報誌やホームページによる、男女共同参画や女性活躍推進に係る事例や研修
　　会、セミナー等についての県民への情報提供
　②男女共同参画や女性活躍推進に係る各種研修会、セミナー等についての各報道機関への
　　情報提供

―

●６月の男女共同参画推進月間に、島根県立図書館・島根県民会館（プロムナードギャ
　ラー）で広報・啓発展示、男女共同参画サポーターによる「男女共同参画かるた会」の実
　施

―

●男女共同参画キャッチコピー募集事業
　島根県男女共同参画推進月間にあわせ、あらゆる分野で男女がいきいきと活躍できる社会
　を目指すことを目的に、「男女共同参画」という言葉を身近に感じてもらえるキャッチコ
　ピーを募集した。

220

●研修会などを活用した企業、団体の役員等への働きかけ
　①経営者セミナー
　　女性をはじめ多様な人材が活躍できる環境づくりに力を入れる企業の取組を紹介すると
　　ともに、質疑応答や参加者同士の情報交換の場を設けた。
　　・テーマ：「女性の活躍で魅力ある企業へ」
　　　開催日：令和元年７月４日
　　　対象者：企業・団体等の経営者、幹部など　　参加者：112名
　②管理職交流会の開催
　　職場における女性社員の潜在力を引き出し、様々なワーク・ライフスタイルを持つ社員
　　等が活躍できる環境づくりを進めることができるよう、管理職を対象とした参加型研修
　　を行った。
　　・テーマ：「人材多様化時代における部下の目標管理と評価ワークショップ」
　　　開催日：【浜田会場】令和２年２月13日　　【松江会場】令和２年２月14日
　　　対象者：女性リーダーの育成を期待される企業・団体等の管理職
　　　参加者：【浜田会場】13名　　【松江会場】37名

890

●男女共同参画の理解促進事業【再掲】
　若者に向けた男女共同参画推進啓発事業（４ヵ所、受講者434名）

685 環境生活総務課

●若年層を対象としたＤＶ予防啓発
　①平成24年度に県内各学校に配付した「デートＤＶ予防教育プログラム」について、会議
　　や研修等において教育現場での利用促進を働きかけた。
　②本プログラムの利用促進のため、教員等を対象に「若年層に対する暴力予防教育実践者
　　研修」を開催した。
　③デートＤＶチェックリスト（リーフレット）を女性相談センター及び市町村が実施する
　　出前講座等で用いて啓発に努めた。

145 青少年家庭課

●授業等を通じたＤＶやデートＤＶの予防啓発
　「心と性の相談事業」「専門医派遣事業」を活用した講演会等を実施した（62校）。

746 教育庁
保健体育課

●男女共同参画に関する県民の意識・実態調査
　男女共同に関する県民の生活実態調査と意識、要望等を経年的に把握し、今後の男女共同
　参画に向けた施策をより一層充実させるため調査を行った。

1,948

●企業向けアンケート調査
　女性活躍に向けた施策をより一層充実させるため、企業における女性活躍の現状を把握す
　ることを目的に経営者向けと社員向けの２種類のアンケート調査を行った。

1,258

●女性の活動に関する情報の収集、整備
　①審議会等への女性参画を推進するため、審議会委員任命における事前確認の実施
　②女性人材リストの整備、情報提供

―

●書籍・映像資料の収集、啓発パネルの整備
　男女共同参画センター情報ライブラリー用書籍98点、映像資料６本を購入

237

●県、市町村の男女共同参画関連施策や女性の政策・方針決定過程への参画状況を調査し、
　年次報告として公表（年１回）

236

環境生活総務課

重点目標１ 地域における慣行の見直しと意識の改革

令和元年度施策の実施状況

(1) 全県的な広がりをもった広報・啓発活動の展開
　　　県民や企業、団体等への広報・啓発活動

(2) 男性や若者にとっての男女共同参画の推進
　　　男性や大学生などの若者を対象とした理解促進

環境生活総務課

基本目標Ⅰ　男女共同参画社会づくりに向けた意識の形成

(3)男女共同参画に関する情報の収集・提供
　　男女共同参画の実態の把握と関連情報の収集・整備・提供

資料３－３
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重点
目標

基本
方向

令和元年度施策実施状況
事業費実績
（千円）

所 管 課

重点目標２　男女共同参画に関する教育・学習の推進

●保育所職員に対し専門知識の習得・保育技術の向上や子育て相談技術の向上を目的とした
　研修を実施

0 子ども・子育て
支援課

●幼児の育成のための教員研修
　①新規採用幼稚園教諭研修
　　園外における研修【教育センター研修】　　４日
　　園内における研修【研修指導員による研修】８日
　②新規採用幼保連携型認定こども園保育教諭研修
　　園外における研修　　　　　　　　　　　　４日
　　園内における研修【研修指導員による研修】８日
　③中堅教諭等資質向上研修（幼稚園教諭）
　　園外における研修【教育センター研修等】  ７日
　　園内における研修　　　　　　　　　　    ７日
　④幼児教育推進シンポジウム、幼児教育推進研修、幼小連携･接続研修、保育教諭・幼稚園
　　教諭・保育士合同研修の実施

2,947 教育庁
教育指導課

●小学校家庭科教育講座、中・高等学校家庭科教育講座、中学校免許外教科担任・非常勤
　講師実技教科研修（家庭科）を実施した。現代社会の多様な課題に立ち向かう子どもた
　ちの、問題解決能力や意思決定能力を育成するために、授業づくりを中心に講義・演習
　を行った。（のべ３日間、受講者49名）

200

●発達段階に応じたきめ細かな指導の充実
　【道徳科】
　　・小中学校において、男女の協力、男女の理解・尊重について、考える授業を実施して
　　　いる。
　【社会科・公民科】
　　・中学校社会科公民的分野においては、個人の尊厳と両性の本質的平等に気付かせ、
　　　集団内では一人一人が平等な人間として尊重され、それを基盤に社会生活が営まれて
　　　いることを理解できるよう指導している。
　　・高校公民科においては、基本的人権の保障、雇用・労働問題、現代社会の諸課題の中
　　　で指導している。
　【家庭科】
　　・小・中・高校において、男女の協力について指導している。

―

●人権・同和教育主任等研修などで、すべての子どもの人権を守り、学びを保障する取組へ
　の理解を図る中で、青少年家庭課作成のデートＤＶ予防教育教材の情報提供を行った。

― 教育庁
人権同和教育課

●人権同和教育課が関わる各種研修や講座などで、「進路保障」を柱とした人権教育への周
　知理解を図った。その際、人権に関する知的理解と人権感覚の向上を目指す中で、男女共
　同参画やＤＶなど女性の人権課題も取り上げた。
　　また、平成30年度の人権・同和教育推進状況調査から、教職員研修や講演等で「女性の
　人権」を扱った学校の割合についての情報提供も行った。

―

●小・中学校、県立学校校長対象の教育施策説明会や管理職研修等において指導し、男女共
　同参画に関する理解の促進に引き続き努めた。

― 教育庁
学校企画課

●私立学校振興費補助金の政策的経費配分として、人権・同和教育費配分を行った。
35,159 総務課

●親学プログラムの普及
　①県内において親学プログラムを活用した研修会を167回実施し、4,909名が参加した。
　②令和元年度末までに、同プログラムの進行役を担うファシリテーターを745名養成した。
　＊親学プログラム：親としての役割や子どもとの関わりについて、気づきを促すことを
　　狙いとする学習プログラム。参加者同士が交流しながら、自ら気づき考えることを重
　　視する参加型の学習方法で実施。

628 教育庁
社会教育課

●公民館職員等、社会教育関係者を対象にした、地域指導者養成講座における教育・啓発市
　町村担当職員や公民館職員等を対象にした各種講座で、ジェンダーや性別役割分担につい
　ての考え方、男女共同参画に関する県民意識調査の結果などを取り上げた。
　【基礎講座】　令和元年５月21日、６月７日 　江津市　65名
　　　　　　　　令和元年５月24日、６月３日 　雲南市　53名
　【専門講座】　令和元年７月３日　　　　　 　出雲市　32名
　【隠岐講座】　令和元年８月19日、９月20日 　隠岐の島町　14名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（サテライト会場西ノ島町含む）

589 人権同和対策課

●幼稚園・こども園・小中学校･高等学校・特別支援学校のＰＴＡ役員等が､学校と家庭、地
　域社会を結ぶ要として重要な役割を担っていることを再認識し、学校・家庭・地域が連携
　・協働し地域総がかりで子どもを育てていくために、ＰＴＡとして何を、どのように進め
　ていけばよいかについて、参加者全員で考える研修会を実施した。

  ・島根県幼こども園・小中・高・特別支援ＰＴＡ合同研修会
  　テーマ：地域を担い、未来を生きる子どもたちを育むための学びとは
　　　開催日：令和元年12月14日
　　　会  場：大社文化プレイス　うらら館　ごえんホール
　　  参加者：幼稚園・こども園･小中学校･高等学校･特別支援学校のＰＴＡ会員等125名

244 教育庁
社会教育課

(2) 家庭・地域・職場における男女共同参画に関する教育の推進
　　　家庭、社会教育関係者等への啓発、企業や団体等の役員等への情報提供、啓発

(1) 学校などにおける男女共同参画に関する教育の推進
　　保育、幼児教育、学校教育における男女共同参画の推進、教職員に対する研修の充実
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重点
目標

基本
方向

令和元年度施策実施状況
事業費実績
（千円）

所 管 課

●市町村における親学プログラムに関する様々な取組について取材したものを、情報紙「し
　まねの社会教育だより」を通じて情報提供した。

265 教育庁
社会教育課

●研修会などを活用した企業、団体の役員等への働きかけ【再掲】
　①経営者セミナー
　　女性をはじめ多様な人材が活躍できる環境づくりに力を入れる企業の取組を紹介すると
　　ともに、質疑応答や参加者同士の情報交換の場を設けた。
　　・テーマ：「女性の活躍で魅力ある企業へ」
　　　開催日：令和元年７月４日
　　　対象者：企業・団体等の経営者、幹部など　　参加者：112名
　②管理職交流会の開催
　　職場における女性社員の潜在力を引き出し、様々なワーク・ライフスタイルを持つ社員
　　等が活躍できる環境づくりを進めることができるよう、管理職を対象とした参加型研修
　　を行った。
　　・テーマ：「人材多様化時代における部下の目標管理と評価ワークショップ」
　　　開催日：【浜田会場】令和２年２月13日　　【松江会場】令和２年２月14日
　　　対象者：女性リーダーの育成を期待される企業・団体等の管理職
　　　参加者：【浜田会場】13名　　【松江会場】37名

890 環境生活総務課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

重点目標３　ワーク・ライフ・バランスの気運の醸成　

＜県民への意識啓発＞

●県民への意識啓発
　ホームページ等による情報提供

―

●男性の家事参画促進事業
　①しまね・とっとりワーク・ライフ・バランスキャンペーン
　　鳥取県と連携し、共通のロゴ、キャッチコピー等を用いて、ワーク・ライフ・バランス
　　の実践につながる「家事シェア」や「男性の家事・育児参画」を当たり前のこととして
　　捉える社会機運を醸成し、男性の家庭での活躍を促進するとともに、働く場における女
　　性の働きやすさ・活躍機会の増大を目的にＣＭやＥＢ広告、ポスターなどにより広報・
　　啓発を行った。
　②「家事川柳」の募集
　　男女の家事・育児などに対する考え方の違いや実態などをテーマにした川柳を募集し、
　　入賞作品をHPにて公開した。（応募総数：3,815作品）
　③企業における男性の家事・育児促進のためのリーフレットの作成
　　企業における男性の家事・育児・介護参画を促進するため、島根県における男性の育児
　　・介護等の現状や、企業における男性の家事・育児・介護参画の組事例を掲載した家庭
　　的な男性を増やすオフィシャルガイド「カテ男」を作成した。
　④若者に向けたワーク・ライフ・バランスリーフレットの作成
　　若い世代において、家庭での役割分担や将来の働き方について考えるきっかけづくりを
　　目的に、島根県の現状や高校生が考えた「家事川柳」掲載したリーフレットを作成し
　　た。

4,369

＜企業、団体への意識啓発＞

●研修会などを活用した企業、団体の役員等への働きかけ【再掲】
　①経営者セミナー
　　女性をはじめ多様な人材が活躍できる環境づくりに力を入れる企業の取組を紹介すると
　　ともに、質疑応答や参加者同士の情報交換の場を設けた。
　　・テーマ：「女性の活躍で魅力ある企業へ」
　　　開催日：令和元年７月４日
　　　対象者：企業・団体等の経営者、幹部など　　参加者：112名
　②管理職交流会の開催
　　職場における女性社員の潜在力を引き出し、様々なワーク・ライフスタイルを持つ社員
　　等が活躍できる環境づくりを進めることができるよう、管理職を対象とした参加型研修
　　を行った。
　　・テーマ：「人材多様化時代における部下の目標管理と評価ワークショップ」
　　　開催日：【浜田会場】令和２年２月13日　　【松江会場】令和２年２月14日
　　　対象者：女性リーダーの育成を期待される企業・団体等の管理職
　　　参加者：【浜田会場】13名　　【松江会場】37名

890 環境生活総務課

●島根県、島根労働局など関係機関により設置された「しまね働き方改革推進会議」により
　採択された「しまね働き方改革宣言」の周知を行うことにより、ワークライフバランスの
　普及・啓発につながった。また、魅力ある職場づくり推進の気運醸成を図るため、それぞ
　れの立場で取り組める魅力ある職場づくりについて「しまねいきいき職場宣言」として宣
　言していただける企業等を募集した。（「しまねいきいき職場宣言」宣言企業数：87社）

― 雇用政策課

重点目標４　ワーク・ライフ・バランスの取組支援

＜育児・介護休業制度の活用促進＞

●育児休業等取得後の継続雇用を奨励する中小・小規模事業者等への支援
　県内に本社がある中小・小規模事業者等の従業員数50人未満の県内事業所に対して、従業
　員が出産後復職し、職場復帰後３か月以上勤務した場合、奨励金を支給した。

　育児休業取得期間
　　①17か月以上 　　　　　　　 40万円／人（支給実績：  7件）
　　②３か月以上17か月未満　　　20万円／人（支給実績：580件）
　　③３か月未満または産休のみ  10万円／人（支給実績： 53件）

144,984 雇用政策課

●しまね子育て応援企業（こっころカンパニー)認定制度
　子育て支援(仕事と家庭の両立支援)に積極的に取り組む企業を「こっころカンパニー」と
　して認定。
  さらに優れた取組みをしている企業を「プレミアムこっころカンパニー」として表彰。
　①こっころカンパニー認定　324社（R元年度末）
　②プレミアムこっころカンパニー表彰　10社

792 子ども・子育て
支援課

●しまね子育て応援企業認定要綱に基づき認定された企業は、中小企業制度融資の『まち・
　ひと・しごと創生資金』の融資対象者として、一般融資に比べ融資利率等を優遇した。
　・融資実績：０件

― 中小企業課

子育てや介護の支援と就業環境の整備
　育児・介護休業制度の活用促進、子育てや介護の環境整備、就業環境整備

ワーク・ライフ・バランスの理解促進と定着
　県民や企業、団体への意識啓発

基本目標Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの推進

環境生活総務課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●令和元年・２年度島根県建設工事入札参加資格審査において、土木一式工事、建築一式工
　事、法面処理工事及びアスファルト舗装工事の格付に伴い、「こっころカンパニー」およ
　び「プレミアムこっころカンパニー」の認定を受けている業者には加点を行い優遇した。
  加点状況は以下のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　認定業者数 　　加点対象業者数　　　加点対象業者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こっころカンパニー）（Ｐこっころカンパニー)
　・土木一式工事　　　　　　　574社　　　 　　　157社 　　　　   　　3社
　・建築一式工事　　　　　　　304社　　　　 　　100社 　　 　　  　　4社
　・法面処理工事　　　　　   　71社　        　　35社 　　　　   　　2社
　・アスファルト舗装工事  　 　56社　　　　  　　24社 　　　　   　　0社

― 土木総務課

●労働者が豊かでゆとりのある生活を営むことができるよう、育児休業者等に対し生活資金
　の貸付をするため、「勤労者生活支援資金」の貸付を実施した。
　・融資実績：育児休業者生活資金０件、介護休業者生活資金０件

― 雇用政策課

●職員に向けた制度等の周知、取得率向上に向けた啓発
　職員向け周知媒体に、男性職員の育児休業取得、男性の配偶者出産休暇・育児参加休暇に
　係る制度内容を掲載し、取得促進を働き掛けた。また、知事のイクボス宣言を受けた取り
　組みの一つとして、知事と育児中の男性職員との意見交換会を実施し,職員掲示板に掲示
　した。

― 人事課

●職員のワーク・ライフ・バランス実現のための施策
　①警察職員採用パンフレットに、ワーク・ライフ・バランスに関する女性先輩職員の仕事
　　と子育ての体験談を掲載した。
　②夏季、年末年始期間の連続休暇の取得促進、休日に挟まれた日における会議の自粛、職
　　員が休暇を取得しやすい環境づくりを推進した。
　③全ての職員が責任と誇りを持って生き生きと働ける職場環境づくりを推進するため、各
　　所属に設置している「職員が働きやすい職場環境づくり委員会」の活性化に取り組ん
　　だ。
　④職務情報管理システムを活用して勤務実態等を調査・分析し、時間外勤務の縮減、休暇
　　の取得促進を図った。
  ⑤職員向けに子育て支援ブック、介護支援ブックを作成し、各種支援制度等への周知を
　　図った。
  ⑥定期人事異動に合わせ、職員から県西部への配置希望を募る勤務区域選択希望制度の試
　　行運用を実施した。
　⑦早出遅出等勤務の本格運用を開始し、柔軟な働き方を推進した。

― 警察本部
警務課

＜子育て環境の整備＞

●市町村と連携した定員管理や保育料の軽減
　①待機児童ゼロ化事業
　　待機児童発生市町村において、保育定員を増やし、年度途中の入所受け入れを積極的に
　　行う保育所等に対して、保育士の人件費の一部を助成
　　・６市　50施設　703名の定員増
　②第１子・第２子に係る保育料軽減事業、第３子以降保育料軽減事業
　　子育てに係る経済的負担を軽減するため、市町村が実施する保育料軽減事業に対し助成

399,414 子ども・子育て
支援課

●市町村と連携し、多様なニーズに対応した子育て支援サービスを提供
　地域子ども・子育て支援事業
  ＊事業内容：利用者支援事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭
　　全戸訪問事業、養育支援事業、子どもを守る地域ネットワーク事業、一時預かり事業、
　　地域子育て支援拠点事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業

833,977

●しまねすくすく子育て支援事業
　地域の子育て支援環境の充実を図るため,国の補助の対象にとならない保育事業や保育ニー
　ズに対応した市町村の取り組む子育て支援事業に対し助成した。
　＊事業内容
　　①子供の預かりへの支援
　　　（県単一時保育事業他）
　　②子育て家庭に対する支援
　　　（県単地域子育て支援センター事業他）
　　③子供の育ちへの支援
　　　（地域交流活動事業他）
　　④特に支援が必要な家庭等への支援
　　　（障がい児等保育対策事業、預かり事業他）
　　⑤子供の健康管理等への支援
　　　（認可外保育施設入所児童処遇改善事業他）
　　⑥施設の危機管理への支援（非常用食料等備蓄推進事業）

98,688

●放課後児童クラブ施設整備
　・６市町15施設

82,926

●放課後児童クラブと放課後子ども教室との連携
　放課後児童支援員や放課後子ども教室のコーディネーター等を対象とした研修会の実施

5,674 子ども・子育て
支援課
教育庁
社会教育課

●幼稚園の子育て支援機能の充実に係る市町村への働きかけ
　・訪問型研修(10回)、集合型研修(６回)、市町村連絡協議会（19回）で幼稚園教育要領の
　　改訂で子育ての支援について重点化されたことを周知した。

― 教育庁
教育指導課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●母子福祉資金貸付事業
　配偶者が無く児童を扶養している女子に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の
　助成と生活意欲の助長を図った。
　＊貸付実績　545件　310,164千円

310,164 青少年家庭課

●寡婦福祉資金貸付事業
　寡婦に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図った。
　＊貸付実績  11件　8,819千円

8,819

●父子福祉資金貸付事業
　配偶者が無く児童を扶養している男子に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の
　助成と生活意欲の助長を図った。
　＊貸付実績  58件　31,239千円

31,239

●母子父子福祉センター運営事業
　母子父子福祉センターに指導員を配置し母子・父子家庭及び寡婦からの各種相談に応じ
た。
　併設の母子家庭等就業・自立支援センターには就業相談員を配置して就業無料職業紹介、
　就業支援講習会開催等を実施するとともに、養育費相談員を配置して養育費に関する相談
　を行い、もって母子家庭等の自立助長を図った。
  【活動実績】
　　・就業相談　22件
　　・職業紹介  60件
　　・就業支援講習会等パソコン講習会 42コース（24人受講）
　　・養育費相談  7件

7,500

●母子家庭等日常生活支援事業
　母子家庭の母等が、修学等の自立促進に必要な事由や疾病等の社会的な事由により、一時
　的に介護、保育等のサービスが必要な世帯等に家庭生活支援員を派遣するなど、その生活
　を支援し、生活の安定を図った。

127

●ひとり親家庭法律相談事業
　母子家庭等を対象として、養育費の取得・金銭問題等について弁護士による法律相談を無
　料で実施した。

165

●児童相談所の相談・支援体制の強化、市町村の児童相談体制の充実を支援
　①児童相談の対応状況
　　・児童相談所：2,497件
　　・市町村：1,074件
　②子どもと家庭電話相談事業：「子どもと家庭相談電話」の開設
　　・相談件数　1,713件
　③市町村相談体制事業：市町村職員の研修実施
　　・開催３回　参加者数：136名
　④主任児童委員研修事業：主任児童委員の専門性向上のための研修
　　・開催２回　参加者数：184名

7,505

＜介護サービスの充実＞

●第７期介護保険事業支援計画に基づく施設の創設や増改築等にあたり、事業費の補助等に
　より支援を行った。
　＜内訳＞　老人福祉施設整備事業　 121,203千円
　　　　　　・改築（50床）
          　介護施設等整備事業（総合確保基金）　538,063千円
　　　　　　・認知症高齢グループホーム等の創設（９施設）
　　　　　　・特養多床室のプライバシー保護のための回収（40床）
　　　　　　・介護療養型医療施設等の老健等への転換整備（３施設）

659,266

●介護保険サービス充実強化事業
　①認知症研修
　　・介護従事者向け認知症研修　受講者559人　9,877千円
　　・認知症介護指導者養成研修　受講者  2人  1,226千円

12,617

●介護サービス利用者の選択を実現するため、各事業所の提供サービスが比較検討できるよ
　う情報公表制度を実施するとともに、その定着を図った。
　・対象事業所：前年度報酬実績100万円超

2,125

＜就業環境の整備＞

●働き方の見直し促進事業
　ワーク・ライフ・バランスやその他労務管理全般に関することについて、専門的な知識を
　有するアドバイザーを県内中小企業へ派遣し、働きやすい職場環境の整備を促進した。
　（令和元年度補助事業）
　補助事業者：島根県商工会連合会及び各商工会議所
　・アドバイザー派遣先：45事業所

4,263 雇用政策課

●労働相談員の配置
　・相談件数　99件

1,219

●広報誌「しまねの労働」、県ホームページ等において、普及・啓発を図った。
　・広報誌：「しまねの労働」
　　発行：年5回　各1,570部発行
　　配布先：一般企業、組合等

470

高齢者福祉課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●県行政の施策・方針決定過程への女性の参画を進めるため、「島根県人材育成基本方針」
　及び「島根県特定事業主行動計画」に基づき、女性職員の育成に努め、積極的に登用し
　た。また、女性職員が様々な職務等の経験をできるようキャリア形成の機会を積極的に提
　供した。
　・令和２年度の課長級以上の女性職員の割合
　　12.4％（病院･教育･警察職員を除く）

― 人事課

●県の審議会等の委員への女性の参画率に係る取組
　①審議会等の委員への女性の参画を推進するため、審議会等の委員の委嘱時における事前
　　協議の実施
　②女性委員の参画率50％の達成に向けた働きかけ

― 環境生活総務課

●女性の活動に関する情報の収集、整備【再掲】
　①審議会等への女性参画を推進するため、審議会委員任命における事前確認の実施
　②女性人材リストの整備、情報提供

―

●市町村の審議会等の委員への女性の登用や、女性職員の登用などの働きかけ
　市町村担当課長・担当者会議などを通じ、市町村における審議会等の委員への女性の登用
　の推進を働きかけた

― 環境生活総務課

●研修会などを活用した企業、団体の役員等への働きかけ【再掲】
　①経営者セミナー
　　女性をはじめ多様な人材が活躍できる環境づくりに力を入れる企業の取組を紹介すると
　　ともに、質疑応答や参加者同士の情報交換の場を設けた。
　　・テーマ：「女性の活躍で魅力ある企業へ」
　　　開催日：令和元年７月４日
　　　対象者：企業・団体等の経営者、幹部など　　参加者：112名
　②管理職交流会の開催
　　職場における女性社員の潜在力を引き出し、様々なワーク・ライフスタイルを持つ社員
　　等が活躍できる環境づくりを進めることができるよう、管理職を対象とした参加型研修
　　を行った。
　　・テーマ：「人材多様化時代における部下の目標管理と評価ワークショップ」
　　　開催日：【浜田会場】令和２年２月13日　　【松江会場】令和２年２月14日
　　　対象者：女性リーダーの育成を期待される企業・団体等の管理職
　　　参加者：【浜田会場】13名　　【松江会場】37名

890

●県、市町村の男女共同参画関連施策や女性の政策・方針決定過程への参画状況を調査し、
　年次報告として公表（年１回）【再掲】

236

重点目標６　職場における男女共同参画の推進

＜企業、団体における取組みの促進＞

●しまね女性の活躍推進事業
　①女性活躍に係る行動計画策定支援
  　行動計画策定件数　27件　フォローアップ　34件
　②セミナーの開催　１回　参加者 16名
　③しまね女性の活躍応援企業登録　244企業等(Ｒ元年度末）
　④しまね女性の活躍環境整備支援事業費補助金　交付件数31件　24,075千円
　⑤しまね女性の活躍応援企業表彰　４社
　⑥しまね働く女性きらめき大賞知事表彰　４名

29,034 環境生活総務課

＜キャリア形成への支援＞

●しまね女性活躍推進事業
　①女性の活躍推進セミナー　全３回　東西２会場　参加者のべ149名
　②女性リーダー研修・ネットワーク交流会　東西２会場　参加者62名
　③管理職交流会　東西２会場　参加者50名

2,345 環境生活総務課

＜再就職等に向けた支援＞

●保育士・保育所支援センター開設等事業費
　潜在保育士の就職支援等を行う「保育士・保育所支援センター」を運営
　（島根県社会福祉協議会へ委託）

12,476 子ども・子育て
支援課

人材育成とネットワークづくり
　女性の活躍推進のための就業環境整備・改善の支援、キャリアアップや職業能力開発推進

(2) 市町村、企業、団体等における取組みの促進
　　　市町村、企業、団体等への働きかけ

重点目標５　政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

(1) 県の政策・方針決定過程への女性の参画の推進
　　　県の審議会等への女性の参画促進、管理職への登用

基本目標Ⅲ　男性も女性もあらゆる分野で活躍できる社会の実現
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●就職情報サイトの運営
　就職活動を行う学生等に対して、県内企業情報の提供を実施

1,019 雇用政策課

●レディース仕事センター
　結婚・出産・育児・介護などの理由で離職し、再就職を目指している方、育児・介護と両
立しながら働きたい方、転職を考えている方など、女性の多様なニーズに対応した寄り添い
型の支援を行った。（一般社団法人島根県労働者福祉協議会へ委託）
　・東部・西部に女性専用就職相談窓口を設置
　・令和元年度就職者数　156人

21,395 雇用政策課

＜職業能力開発＞

●離転職者等再就職訓練
　民間の教育訓練機関等に委託し、多様な職業訓練コースを設け、求職者の早期再就職促進
　を図った。
　・コース数：49コース、定員：656人、入校者数：486 人

205,833 雇用政策課

●中堅社員等育成支援事業
　地域を担う人材の育成・定着のため、若年者から中堅・幹部層の研修を行った。
　・研修実施実績：260社

13,750

＜個別の業種における先進的な取組み＞

●産学官で構成する地域ネットワーク組織「しまね建設女子魅力向上委員会」による建設産
　業の魅力発信活動やイメージアップ対策等を実施
　〔活動内容〕
　　・建設産業イメージアップカレンダーの制作・配布・贈呈・展示
　　　壁掛版　1,500部　　卓上版　700部
　　・女性建設技術者による出前講座の開催：４回、参加者142名
　　・就職相談会へのブース出展：県内１回、参加者20名
　　・女性建設技術者交流会の開催、参加：６回（県内３回、県外３回）、参加者311名
　　・建設現場見学会への参加：１回、参加者６名
　　・学生向け業界紹介誌の製作、配布(700部)

4,171 土木総務課

●看護職員等の離職防止・再就業促進対策
　・民間病院の院内保育所運営費に対する補助
　・県ナースセンターを指定して無料職業紹介、就業支援研修会等を実施
　・医療勤務環境改善支援センター事業として、医療機関が自主的に行う勤務環境改善に向
　　けた取組支援

61,519 医療政策課

●訪問看護師確保対策事業
　看護師資格をもつ潜在的な看護師を訪問看護ステーション等に従事させ、訪問看護師の確
　保を図っている。（21名）

26,725

●介護福祉士資格取得促進事業
　介護職員が介護福祉士の資格を取得するため実務者研修を受講する際の代替職員の雇用経
　費を支援。（９施設・12名）また、離島や中山間地の介護職員の受講機会を増やすための
　スクーリング開催経費を補助。(隠岐１施設)

1,326

●潜在介護福祉士の再就職促進事業
　再就職コーディネート支援事業（離職者届出制度の利用・離職者と事業所とのマッチング
　等）を実施。（支援事業所数241カ所　支援人数123人）

19,697

●新人介護職員に対するエルダーメンター制度等導入支援事業
　職員の早期離職防止及び定着支援を図るための研修を行っている。（19事業所実施）

2,389

●新任介護職員定着支援事業
　介護業務の浅い職員に初任者研修を受講させる人件費や受講料を助成している。
　（対象16人）

2,274

●中高年齢者等への入門的研修事業
　中高年者への入門的研修等により、介護分野への就労者の裾野拡大を図っている。
　（県内４カ所84人）

10,978

＜多様な主体による連携体制＞

●しまね働く女性きらめき応援会議
　経済団体をはじめとした関係団体や行政機関等で組織する「しまね働く女性きらめき応援
　会議」の開催
　①「しまね働く女性きらめき応援会議」開催
　　　開催日：令和２年２月19日
　②「しまね働く女性きらめき応援会議ワーキングチーム全体会」開催
　　　開催日：令和元年５月30日、令和元年10月３日

429 環境生活総務課

重点目標７　地域・農村漁村における男女共同参画の推進

●協同農業普及事業の中で、新規就農者の営農開始時等に農業経営の確立のための家族経営
　協定締結等を推進した。

―

●多くの女性が農業委員に参画できるよう、一般財団法人島根県農業会議と連携し各市町村
　農業委員会に働きかけを行った。

―

農業経営課

高齢者福祉課

(1) 農林水産業における政策・方針決定過程への女性の参画の推進
　　　農山漁村における意識啓発、農業委員・各組合などにおける女性の参画の推進
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●婦人高齢者活動資金貸付金（生活改善資金）
　婦人または高齢者であって沿岸漁業の従事者またはその家族である者に対し、水産動植物
　の採捕、養殖、加工等の生産活動に必要な機器等設置または生産活動に必要な資金につい
　て貸付制度を設けた。
　・貸付限度額：１団体80万円
　　貸付実績なし

― 水産課

●しまね女性農業者ネットワーク（３Ｃの会）に対して、会の活動推進に向けた情報提供を
　行うとともに、個々の資質向上を目的に各種研修会への参加誘導を図った。

― 農業経営課

●島根県内の林業研究グループに所属する女性会員対象の研修会を実施した。
　・竹資源利用研修会
　  日時：令和元年９月８日（日）
　  場所：ゆきみーる（大田市）
 　 対象者：島根県林業研究グループ所属の女性会員17名
　・刈払機の安全操作研修会
　  日時：令和元年11月24日（日）
　  場所：ふるさと森林公園（松江市）
 　 対象者：島根県林業研究グループ所属の女性会員9名
　　（＊令和元年新規開催）

310 林業課

●協同農業普及事業の中で、新規就農者の営農開始時等に農業経営の確立のための家族経営
　協定締結等を推進した。【再掲】

― 農業経営課

●商工団体において実施する資質向上研修等に対して支援を行った。
　・島根県商工会女性部連合会女性経営者等資質向上セミナー
　　日時：令和元年11月11日・12日・13日
　　場所：松江市・海士町・浜田市
　　出席者：99名
　　テーマ：「人との関わりの中で幸せな人生を築く」

360 中小企業課

●島根県男女共同参画サポーターの養成
　①研修の開催（計５回、のべ87名）
　　※研修にはサポーターだけでなく市町村担当者も参加し、互いの連携を図る。
　②アクティブサポーターの養成研修（計２回、のべ24名）
　③男女共同参画に関する相談対応

1,301 環境生活総務課

●島根県男女共同参画サポーターの愛称決定
　応募総数：32点
　愛称：「キラ☆サポ」に決定

―

●島根県男女共同参画サポーター「キラ☆サポ」リーフレットの作成
198

●公益信託しまね女性ファンドにより、女性を中心としたグループの活動を支援
　・採択件数：25件　うち新規事業：12件

7,710
(採択額）

●しまね田舎ツーリズム推進事業
　都市と農山漁村の共生を推進する取組みを行政・地域の男女が協働して推進
　・田舎ツーリズムの全国発信（ＨＰ、情報誌等）
　・実践者等向けの研修会の開催
　・体験の魅力化ＰＲ

20,107 しまね暮らし推
進課

●活動団体の自立促進と活性化事業
　ボランティア活動をはじめとする県民の様々な社会貢献活動に県民が参加しやすい環境を
　つくるため、しまね県民活動支援センター（ふるさと島根定住財団）等において実施
　①情報誌
　　「しまねいきいきねっと」の発行　（月１回　各2,500部発行）
　　「いきいき広場」メールマガジンの発行　24回
　　「県民いきいき広場」情報掲載　261件
　②研修・相談等
    ・ＮＰＯ実務者研修　　11回（254名受講）
　　・専門相談員による相談業務（相談件数15件）
　　・ファンドレイジング合同戦略会議　３回（68名受講）
　③県民いきいき活動奨励賞
　　ボランティア団体、ＮＰＯ、企業、学生が行う活動のうち、特に先駆的なもの、地域貢
　　献度の高いものなどの顕彰を実施　　表彰団体：８団体
　④ＮＰＯ活動総合支援融資制度事業
  　資金調達が課題となっているＮＰＯ法人の活動を支援するため、金融機関と協調し低金
　　利融資を実施

18,827 環境生活総務課

●県民との協働のための環境づくり事業
　協働の正しい理解と認識を深めることを目的とした研修等の実施
　　①行政職員とＮＰＯの協働研修（１回開催）
　　②島根県県民いきいき活動促進委員会の開催（３回開催）

835

(2) 農林水産業等における女性の経済的地位向上の推進
　　  農山漁村等における女性の経済的地位向上、女性が住みやすく活動しやすい環境づくり

(3) 地域活動における男女共同参画の推進
　　　男女の個性や能力を生かした地域活動が行える環境づくり
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●しまね社会貢献基金事業
　ＮＰΟ等、活動団体を支援し、県民いきいき活動の促進と協働の推進を図るため、しまね
　社会貢献基金を活用した活動支援事業等を実施
　①団体活動支援事業
　  しまね社会貢献基金登録団体が企画・実施する事業を支援
　　採択件数：21件
  ②寄附者設定テーマ型協働事業
    寄附者が設定したテーマに基づきＮＰＯが企画・実施する事業を支援
　　採択件数：７件
  ③協働推進事業
　　県総合戦略に関する課題解決や、鳥取・島根両県共通の課題解決に資するモデル的協働
　　の取組を支援

13,394 環境生活総務課

●コミュニティソーシャルワーク実践力強化事業
　　実施主体：県社会福祉協議会（ 負担　国1/2、県1/2 ）
　　事業内容：コミュニティソーシャルワーカー実践力強化研修（１回）

3,644 地域福祉課

●被災地派遣職員研修（避難所運営研修）
　避難所運営支援等を支援する被災地派遣職員事前登録者向けに、避難所の役割や運営体制
　の確立、避難所におけるニーズについて講義とワークショップ形式の研修を実施した。研
　修の一環で、女性の視点も踏まえた避難所運営について学んだ。
　・開催日：令和元年11月12日、令和元年11月28日
　・講　師：防災危機管理課　勝野防災危機対策監
　・開催場所：松江合庁（松江）、浜田合庁（浜田）
　・研修参加人数：38名（松江26名、浜田12名）

― 防災危機管理課

●市町村防災担当者会議を開催し、市町村防災会議委員への女性登用について、市町村に働
　きかけた。
　・会議開催日：令和元年４月18日
　・開催場所：島根県庁講堂

―

●自主防災組織リーダー研修会
　防災・減災と男女共同参画について、普及啓発に努めた。
　・開催日：令和元年12月１日
　・講　師：（特活）ＮＰＯ政策研究所　相川康子専務理事
　・開催場所：島根県立男女共同参画センター「あすてらす」
　・研修参加人数：33名

477

●男女共同参画推進の視点に基づく防災講座を市町村と開催
　男女共同参画お届け講座の開催（浜田市）
　・第１回　体験型ワーク
　　テーマ：「男女共同参画の視点でHUG（避難所ゲーム）をやってみよう！」
　　開催日：令和元年11月30日
　　参加者：44名

― 環境生活総務課

＜高齢者・障がい者＞

●生涯現役社会づくり推進事業
　「生涯現役社会・しまねの実現」を図るために、新たな高齢社会づくりに向けた施策展開
　の前提条件として、意識啓発と情報提供・情報発信に取り組んだ。
　　＊事業内容
　　　(1) 生涯現役社会づくり啓発の展開
　　  (2) 各種広報媒体による情報提供・発信（県政広報活用等）
　　　(3) ホームページによる情報提供・発信
　　＊実施主体：県

756 高齢者福祉課

●新たな共助の仕組みづくり推進事業
　少子高齢社会に見合った持続可能なシステムを新たに構築するため、地域活動を支える高
　齢者の育成を 図るなど、元気な高齢者が支える側に立って活動するような意識改革を促
　し、元気な高齢者が地域社会の担い手となって活躍する「新たな共助の仕組みづくり」を
　推進した。
　○実施主体：島根県社会福祉協議会
　　＊事業内容
　  (1) 健康福祉祭
　　　　健康福祉祭の実施・全国健康福祉祭への派遣、シルバースポーツ大会、
　　　　文化交流大会、シルバー美術展
　 （2) 高齢者大学校
　　　　シマネスクくにびき学園
        ※見直しのため令和元年度は生徒募集を停止
　○実施主体：島根県老人クラブ連合会
　　＊事業内容
　 （1）健康づくり・介護予防支援事業
 　（2）地域支え合い事業

75,594

(4) 防災対策における男女共同参画の推進
　　  男女双方に配慮した防災対策の推進

(5) だれもが安心して暮らせる環境の整備
　　  様々な困難に置かれている女性等への支援
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●「新たな支え合いファンド」による社会活動支援事業
　地域における福祉・生活課題の解決を図るため、高齢者をはじめとする住民の地域活動団
　体の立ち上げ及び拡充を支援する市町村社協に助成することにより、活力ある地域社会づ
　くりの促進を図った。（しまね長寿社会振興基金）
　　実施主体：島根県社会福祉協議会
　　※令和２年度で募集を終了する予定

2,383 高齢者福祉課

●高齢者の安全まちづくり活動参加の促進
　①各地域の高齢者に対して、子ども見守り隊（声かけ活動、青色防犯パトロール活動）等
　　の防犯ボランティア活動への参加・協力を依頼するなど、地域で実施する安全で安心な
　　まちづくり活動に対する高齢者の参加を促進した。
　②青色防犯パトロール隊員に対し、ボランティア保険に加入してもらい、その保険料を負
　　担した。
　③高齢者等が参加する防犯ボランティア活動の活性化を図るため、県外での研修会に参加
　　する際の旅費を支給した。

1,291 警察本部
生活安全企画課

●高齢者が安心して暮らせる社会の実現
　①民生児童委員等と連携し、高齢者宅を協働で訪問するなどし、個別・直接的な注意喚起
　　を実施した。
　②高齢者にもわかりやすい内容の、「防犯テキスト」を作成し、注意喚起を行った。
　③「特殊詐欺被害防止コールセンター」を開設し、電話による注意喚起を実施した。

11,193

●障がい児等療育支援事業
　在宅心身障がい児等の地域における生活を支えるため、身近な地域で療育指導・相談等が
　受けられる療育機能の充実を図った。
　・社会福祉法人等に委託（８事業所）

10,088 障がい福祉課

●在宅心身障がい援護事業
　各地域における心身障がい児（者）の療育体制の充実と受け皿の整備を図るために、在宅
　の心身障がい児（者）を対象とする以下の支援を行った。
　①重症心身障がい児（者）巡回等療育支援事業
　  Ｈ24から法定サービスへ移行した在宅重症心身障がい児（者）の通園事業について、事
　　業を継続するため、巡回･送迎にかかる経費の一部を助成した。
　　・社会福祉法人に補助（３事業所）
　②重症心身障がい児(者)サービス基盤整備事業
　  在宅重症心身障がい児(者)の在宅生活支援のため、看護職等を加配して、ショートステ
　　イ及びデイサービス等を実施する事業所に対して経費の一部を助成した。
　　・デイサービス（13事業所）

51,880

●特別児童扶養手当の支給
  障がい児の福祉の増進に寄与することを目的とし、在宅障がい児の監護・養育者に対する
　手当を支給した。

4,097

●グループホーム整備事業
　障がい者の自立のための住まいや生活の場を確保するため、グループホームの整備を行っ
　た。

10,500

●退院に向けた相談体制の充実
  精神障がい者の退院に向けた支援体制を強化するため、県、各圏域で関係機関と協議の場
　や研修会を開催するとともに、ピアサポーターや自立支援ボランティアによる退院支援の
　推進を行った。
　①協議会（８回）
　②研修会等（１６回）
　③ピアサポーター、自立支援ボランティア活用（219件）

1,904

●島根県子ども発達支援事業費補助金
  市町村が実施する、在宅の障がい児及びその家族のニーズや地域の実情に応じたきめ細か
　な事業に対して補助した。
　①障がい児ミニ療育事業　(９市町)
　②家族支援事業　(４市町)

8,895

●発達障がい者支援体制整備事業
  発達障がい者の相談・支援のため、発達障害者支援センターを県東部及び西部に各１ヵ所
　設置するほか、発達障がい者に対する理解を促進するため、啓発・研修等を行った。
　①発達障がい支援フォーラム・地域啓発セミナー(２回：延べ参加者262名)
　②主催研修会等(17回：延べ参加者1337名)

67,948

●「介護マーク」の普及
　普及啓発のチラシを作成し、アルツハイマーデー街頭キャンペーンなどで配布

94 高齢者福祉課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

＜外国人＞

●しまね多文化共生推進事業
　県内における多文化共生社会を推進するために、外国人住民への各種支援事業を実施し
　た。
　※委託先：（公財）しまね国際センター
【実施内容】
　①外国人住民と行政等との橋渡し役として活動する「島根県外国人地域サポーター」を
　　８市に配置した。
　　・相談員（サポーター）数　13個人・団体
　　・活動実績　395件
　②県内日本語教室の開設状況とアクセス等を多言語で表記したマップを作成し、外国人住
　　民、市町村等に対し情報提供
　　・言語　日本語、英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語、ベトナム語
　　・部数　3,000部
　③外国人住民の災害に対する意識の向上、災害時に外国人住民を主に言語面でサポートす
　　るボランティアの確保・増員を図るため、市町村等と連携しながらサポーター養成講座
　　を開催
　　・養成講座　２回　受講者：30人
　④外国人住民の生活全般にかかる情報提供・相談業務を実施し、６月からは三者
　　通話機能などを備えたワンストップ型相談窓口を設置
　　・対応件数　916件（通年）
　⑤やさしい日本語普及事業として、出前講座や行政職員向け研修会を実施した。
　　・実施件数　21件
　⑥外国人住民へ日本語学習機会を提供するため、日本語学習支援を行うボランティアの養
　　成・確保や、地域訪問型・企業訪問型日本語教室を実施した。
　　・養成講座　参加者：58人
　　・地域訪問型日本語教室学習者：67人
    ・企業訪問型日本語教室学習者：16人
　⑦しまね国際センターＨＰのベトナム語ページの作成、生活情報等の動画コンテンツを作
　　成し、多言語による情報発信を強化した。
　⑧多文化共生意識の醸成を図るため、市町村と連携して外国人住民向け多文化共生イベン
　　トを実施（３月に出雲市・江津市で開催予定だったが、新型コロナウイルス感染症拡大
　　防止のため中止）

17,175 文化国際課

＜ひとり親家庭・生活困窮者＞

●母子福祉資金貸付事業【再掲】
　配偶者が無く児童を扶養している女子に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の
　助成と生活意欲の助長を図った。
　＊貸付実績　545件　310,164千円

310,164 青少年家庭課

●父子福祉資金貸付事業【再掲】
　配偶者が無く児童を扶養している男子に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の
　助成と生活意欲の助長を図った。
　＊貸付実績  58件　31,239千円

31,239

●母子父子福祉センター運営事業【再掲】
　母子父子福祉センターに指導員を配置し母子・父子家庭及び寡婦からの各種相談に応じ
た。
　併設の母子家庭等就業・自立支援センターには就業相談員を配置して就業無料職業紹介、
　就業支援講習会開催等を実施するとともに、養育費相談員を配置して養育費に関する相談
　を行い、もって母子家庭等の自立助長を図った。
  【活動実績】
　 ・就業相談　22件
　 ・職業紹介  60件
　・就業支援講習会等パソコン講習会 42コース （24人受講）
　・養育費相談  7件

8,840

●自立相談支援事業の質の確保・向上対策
　県内の自立相談支援機関の相談支援員を対象とする研修会の開催
　①国研修の伝達研修（１回２日間、15名受講）
　②専門研修（２回、60名受講）

1,366 地域福祉課

＜人権尊重の観点からの啓発＞

●様々な人権課題についての啓発
　「しまね人権フェスティバル2019」を開催し、関係団体のブース出展による啓発活動を実
　施した。
　・日時：令和元年11月17日　　会場：島根県民会館
　　内容：講演会、啓発ブース展、ワークショップ、体験コーナー、ポスターコンクール入
　　　　　賞作品展等
　　来場者：約1,100人

4,189 人権同和対策課
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

重点目標８　男女間におけるあらゆる暴力の根絶

＜未然防止に向けた取組み＞

●啓発・広報
　「女性に対する暴力をなくす運動」期間（毎年11/12～11／25）に啓発活動を実施するこ
　とにより、女性に対する暴力根絶の社会的気運を醸成するとともに女性相談窓口の周知を
　図った。
　【活動内容】
　　・県内12箇所において一斉街頭活動を実施(運動期間中)
　　・関係機関職員によるパープルリボンの着用
　　・各警察署において、懸垂幕等を掲示
　　・公用車に啓発用マグネットシートを貼付
　　・県民公開講座の開催
　　　　テーマ：「児童虐待の背景にあるＤＶ～ＤＶ被害者支援の視点から～」
　　　　開催日：令和元年11月21日（島根県民会館）参加者148名
　　　　　　　　令和元年11月22日（あすてらす）  参加者 65名
　　・県立図書館でのパネル展示（11月８日～12月４日）
　　・パープル・ライトアップ
　 　（ＴＳＫ山陰中央テレビ鉄塔、県立美術館前、県芸術文化センター中庭、由志園）
　　・若年層に対する暴力の予防啓発
　　・その他、新聞広告等

1,188 青少年家庭課

●若年層を対象としたＤＶ予防啓発【再掲】
  ①平成24年度に県内各学校に配付した「デートＤＶ予防教育プログラム」について、会議
　　や研修等において教育現場での利用促進を働きかけた。
  ②本プログラムの利用促進のため、教員等を対象に「若年層に対する暴力予防教育実践者
　　研修」を開催した。
　③デートＤＶチェックリスト（リーフレット）を作成し、女性相談センター及び市町村が
　　実施する出前講座等で用いて啓発に努めた。

145

●授業等を通じたＤＶやデートＤＶの予防啓発【再掲】
　「心と性の相談事業」「専門医派遣事業」を活用した講演会等を実施した（62校）。

746 教育庁
保健体育課

＜相談体制の充実＞

●県のＤＶ相談担当者の資質向上
　ＤＶ被害者の人権、ＤＶの特性等に関する理解を深め、相談担当者の専門性向上を図るた
　めの研修を実施している。
　・ＤＶ被害防止事例検討会（松江・大田各１回）
　・女性相談員・女性相談担当者専門研修（前期・後期）
●その他国等が主催する研修への参加

358 青少年家庭課

●ＤＶ相談啓発カードの配置場所の拡大
　関係機関の窓口だけでなく商業施設の化粧室にも設置できるよう、協力依頼を行ってい
る。

―

●各相談窓口での専門相談、被害者のカウンセリング
　①女性相談事業
　　女性の各般にわたる相談に応じ、女性が安心して暮らせる環境の整備を図った。
　　・内容：女性相談センター及び児童相談所において女性相談を実施
　　・相談件数：3,731件
　②巡回相談
　　市町村が行う相談会場に出張し対応している。
　③専門家による相談
　　弁護士による法律相談を月１回、精神科医による心理面接相談を月２回開催している。
　　また、女性相談センター心理判定員によるカウンセリングを随時実施している。
　　・法律相談件数：14件
　　・心理面接件数： 4件（嘱託医相談）
　　・心理判定員によるカウンセリング件数：154件

41,727

●市町村の女性相談担当及びＤＶ対策担当の職員に向けた研修の実施
　市町村女性相談担当者新任研修

―

●各種相談窓口の周知、広報
　①チラシ18,500枚の作成
　②広報用チラシを県警ホームページに掲載
　③島根県情報コーナーへのチラシ配置（イオン）

80 警察本部
広報県民課

●警察相談受理体制の整備
　①全警察署に警察相談担当者を配置
　②非常勤嘱託職員の警察相談員を配置
　  ・警察相談センター（本部）及び４警察署（松江、出雲、浜田、益田）計８人

18,963

基本目標Ⅳ　個人の尊厳の確立

(1) 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護などの推進
　　  配偶者等からの暴力の未然防止、相談体制の充実、被害者の保護・自立支援
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●相談担当者への研修、関係機関による意見交換会などによる連携強化
　①相談担当者への研修
　　警察相談員への教養の実施(令和元年6月）
　　・県下12警察署の警察相談員に対し、警察相談の執務資料を配付して教養を実施
　②関係機関による意見交換会の開催
　　島根県青少年家庭課、女性相談センター、児童相談所等、関係機関との意見交換会を
　　開催し、連携強化を図った。

― 警察本部
広報県民課
少年女性対策課

＜被害者の保護・自立支援＞

●ＤＶ被害者等保護事業
　夫等から保護が必要な女性及び同伴家族を一時保護し、問題解決に向けて援助を行った。
　・一時保護件数：17件（うち13件がＤＶによるもの）

21,327 青少年家庭課

●被害者に対する一時的な住居の提供、経済的自立のための資金の貸付
　①ステップハウス提供事業
　　ＤＶ被害者が自立できるまでの一時的住居として、ステップハウスを確保した。
　　・利用実績：なし
　②ＤＶ被害者自立支援金貸付制度
　　ＤＶ被害者の一時保護所退所後の当面の生活資金として貸付事業を実施した。

2,159

●一時保護委託等
　被害者の状況に応じ、外部団体へ一時保護を委託した。

499

●ＤＶ被害者保護支援ネットワーク事業
　全県及び各圏域において女性に対する暴力対策関係機関連絡会を開催し、相談体制や自立
　支援策の充実を働きかけるとともに連携強化を図った。

239

＜暴力行為への厳正な対処＞

●被害者への適切な助言、加害者への厳正な指導警告
　・被害者への適切な助言等実施
　　被害防止のための警察本部長等の援助や防犯指導などの助言指導を実施
　・加害者への厳正な指導警告
　　加害者に対する指導警告や加害行為の原因を解消するためのカウンセリング（スーパー
　　アドバイザー制度）を推進
　　　※認知状況　ＤＶ　185件（令和元年中）
　　　※スーパーアドバイザー制度利用　４件

31 警察本部
少年女性対策課

＜性犯罪への対策＞

●犯罪の未然防止のため、女性の被害防止対策を推進
　①女性の自主防犯意識を高める活動
　　・みこぴー安全メール及びツイッターで女性の安全安心に関する情報を発信した。
    （メール：209回　ツイッター：194回）
　　・高校や専門学校、企業等において、防犯講習会や護身術教養を開催した。
　　・全ての小中高校において犯罪被害防止教室を開催した。
　②女性を犯罪から守るための環境整備
　　・「事業者による『子ども・女性』みまもり運動」を引き続き展開した。
　　・昨年度に引き続き、繁華街対策の一環として、松江市及び出雲市に街頭防犯カメラ６
　　　台を設置した。（令和元年度予算）
　　・自治体や自治会等に対し街頭防犯カメラの設置に関する働き掛けを行い、各地域の防
　　　犯カメラ設置を促進した。
　③女性を犯罪被害から守るための街頭活動
　　・事業者による防犯パトロール活動を実施し、夜間における女性の安全確保対策を強化
　　　した。
　　・青色防犯パトロール隊と連携したパトロール活動を実施するとともに、青色防犯パト
　　　ロール隊員のボランティア保険料を負担するなど、防犯ボランティア団体の支援を実
　　　施した。

3,677 警察本部
生活安全企画課

●公費負担制度の運用
　・診断書　４件　　  18,390円
　・初診料　９件　　  45,240円
　・カウンセリング等　12件　58,922円

123 警察本部
広報県民課

●教養及び研修
　①被害者支援専科　令和２年２月3日～7日  13人
　②性犯罪捜査実務・被害者支援要員等合同研修会　令和元年５月23日、24日　等

17

●性犯罪事件の検挙
　迅速的確な性犯罪捜査を推進し、強制性交等事件、監護者性交等事件、強制わいせつ事件
　等を検挙した。

― 警察本部
捜査第一課

●女性警察官等に対する性犯罪捜査研修会等の開催
　①性犯罪指定捜査員等を対象とした研修会の実施
　　37人（内女性21人）参加
　②刑事任用科生を対象とした教養　警察官16人（内女性８人）参加

―

(2）性犯罪等への対策の推進
　　　性犯罪の取締りの推進、被害者の保護・支援

14/19



重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●性犯罪指定捜査員制度の運用
　・事業内容：警察官、少年補導職員の中から、女性職員を中心に、捜査経験者等の適格者
　　を性犯罪指定捜査員として指定し、性犯罪捜査において被害者からの事情聴取、被害届
　　の受理、捜査手続きの説明、病院受診時の付添い等の活動を実施した。
　・事業実施主体：警察本部、警察署

― 警察本部
捜査第一課

●性犯罪被害者の心情に配慮した採証活動
　被害者の心情に配慮した採証活動を行うことにより、被害者の保護を推進
　・事業内容：全警察署及び警察本部に配布している性犯罪被害者の証拠資料を採取する際
　　の器材や着替え等を更新整備
　・整備箇所：警察本部、全警察署
　・実施主体：警察本部、全警察署
　・事業実施期間：通年

―

＜性犯罪被害者への支援＞

●女性相談センター内に性暴力被害者支援センター「たんぽぽ」を設置し、専用電話による
　相談や、医療的支援、心理的支援（カウンセリング）、法的支援（弁護士相談）などの支
　援を行っている。

1,215 青少年家庭課

＜売買春への対策＞

●女性相談事業【再掲】
　女性の各般にわたる相談に応じ、女性が安心して暮らせる環境の整備を図った。
　・内容：女性相談センター及び児童相談所において女性相談を実施
　・相談件数：3,731件

― 青少年家庭課

●児童買春や県青少年健全育成条例違反の取締り、被害児童に対する保護活動
　島根県青少年健全育成条例違反の取締り及び児童買春・児童ポルノ禁止法違反の取締りを
　行った。併せて、事件等により心身に影響を受けた被害児童等に対し、スーパーアドバイ
　ザーと連携して、少年補導職員等による継続支援や保護活動を行った。
　・実施主体：警察本部、警察署
　・事業実施期間：通年
　・スーパーアドバイザー運用回数　１回

22 警察本部
少年女性対策課

●風俗営業等の実態把握及び適正営業指導のため、県内の風俗営業店に対する立ち入り調査
　を実施した。

― 警察本部
生活環境課

●繁華街における違法な風俗営業店等の情報収集及び取締りを強化した。
―

＜人身取引への対策＞

●警察や入国管理局の捜査により保護を要することとなった被害者の一時保護を行い、情報
　伝達手段として通訳者を確保する。

― 青少年家庭課

●風俗営業所における外国人の雇用実態把握、不法就労や売春関係事犯の取締り
　①人身取引対策ポスター及び被害申告用リーフレットを県下各警察署に配布 し、人身取
　　引に関する広報啓発、相談業務に役立てた。
　②講習会等の機会を利用して、外国人を雇用する事業所等の雇用主や外国人従業員に対す
　　る教養を実施した。

― 警察本部
生活環境課

＜ストーカー行為への対策＞

●被害者への助言、行為者に対する検挙・指導警告
　・被害者への助言
　　被害防止のための警察本部長等の援助や防犯指導などの助言指導を実施
　・行為者に対する検挙・指導警告
　　各種法令に基づく事件検挙措置やストーカー規制法に基づく行政措置（禁止命令・警
　　告）等を実施
　　　※認知件数　ＳＴ　118件（令和元年中）

― 警察本部
少年女性対策課

●ストーカー規制法の概要、被害防止策などの広報啓発
　若年層対象の各種防犯教室等の機会を利用して、ＤＶ・ストーカーなどの女性暴力被害の
　未然防止、被害拡大防止を目的とした広報啓発活動を推進した。

―

●県職員のハラスメント防止対策のためのパンフレット等の活用や、職員向け広報誌への情
　報掲載等により、各職場における啓発に努めた。
●人権同和問題職場研修推進員研修会において相談員を対象とした研修を行った。
　引き続き各所属ごとに相談体制の充実を図り、相談窓口の周知を行うなど未然防止や相談
　しやすい環境づくりに努めた。
●職場の実態を把握するため、職員を対象としたアンケート調査を実施した。その結果を
　「人事課つうしん」の掲載や研修資料として用いて啓発を行った。
●部局や所属でのハラスメント研修を推進し、講師として出向き、職員に対しハラスメント
　の防止について研修を行った。
●相談を受けた相談員の適切な対応を支援するため、専門相談員を配置している。
　（Ｈ26.10～）

― 人事課

(3）ハラスメント防止対策の推進
　　　職場などにおけるあらゆるハラスメントの防止
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●各職場等における啓発
　署長、所属長等幹部が集まる会議の場において定期的にハラスメント防止教養を行い、未
　然防止や認知時の対応等について周知した。また、所属ごとに様々なハラスメント施策を
　実施した。
　・新任警察署長会議、県下副署長・調整官・次長会議等における教養
　・警部昇任予定者に対する昇任前教養
　・所属会議、朝礼等での署員、課員に対するハラスメント教養実施
　・初任科生へのハラスメント授業の実施
　・部外講師によるハラスメント対策に関する講演会の実施
　・全職員を対象にeラーニングによるハラスメント実態調査を実施
●ハラスメントを相談しやすい仕組みの構築
  年度当初にハラスメント相談員を新規指定したほか、職員から匿名メールができる「絆
　ホットメール」、女性職員専用の相談メール「Ｗoman's eye」等各種相談窓口の間口を
　広げ、ハラスメントが埋もれない相談の仕組みを維持している。

― 警察本部
警務課

●ハラスメントに係る所属相談員向けの研修を受講した。また、各所属においても職員研修
　を実施するとともに、相談体制の充実を図るなど未然防止や相談しやすい環境づくりに努
　めた。
●所属相談員の相談対応にかかる助言・支援を行う「ハラスメント専門相談員」を設置し、
　相談体制の充実を図った。（H26.10～）
●県立学校においては、服務規律確保のために原則として各学期１回、年間３回程度の校内
　研修を実施することとし、その内１回はハラスメント防止の内容で実施することとしてい
　る。ハラスメント防止研修については全県立学校で実施され、教職員の理解促進、意識向
　上の取組みがなされた。また、ハラスメントの防止等に関する要綱に基づき、ハラスメン
　トに関する相談員が各校に複数名置かれ、被害の防止、早期対応の体制づくりに努めた。
　さらに、年度初めに昨年度のハラスメント相談件数を各校に報告させ、相談があった学校
　には直接連絡をとり、内容の確認及び対応を行った。
●市町村立小中学校においては、ハラスメント防止に関する取組状況を毎年度把握し、結果
　をフィードバックしている。

－ 教育庁
総務課
学校企画課

重点目標９　生涯を通じた男女の健康づくりの推進

●児童生徒の性に関する指導や健康問題について、医師等と連携して「健康相談アドバイザ
　ー事業」を実施した。
　  相談件数：126件
　　相談内容：メンタルヘルスや性に関すること､発達障がいなど

313 教育庁
保健体育課

●エイズ・性感染症普及啓発事業
   世界エイズデー（12月１日）において啓発グッズを配布し、正しい知識の普及を図った。

1 薬事衛生課

●性感染症検査事業　＜令和元年度中＞
  ・性感染症検査（エイズ）：229件
  ・性感染症相談件数（エイズ）：296件

670

●薬物乱用防止の広報・啓発活動
　小学校・中学生・高校生やその保護者等に対して、広報・啓発活動を通じて薬物乱用の健
　康被害等を訴え、薬物乱用を許さない社会環境の醸成に努めた

　　　＊事業内容
    　・「ダメ・ゼッタイ」普及運動としてヤング街頭キャンペーンを各保健所で実施し、
　　　　関係機関と連携し、薬物乱用防止の啓発を行った。
　　　・関係機関広報紙及びマスメディアを利用した広報・啓発活動を推進した。
　　　・中学、高校生からポスターを募集し、優秀作品を図案とした啓発資材を作成し、配
　　　　布した。
　　　・啓発活動推進のため薬物乱用防止指導員（129名）を委嘱している。

1,578

　　　※事業内容
　　　・警察広報紙をはじめ、自治体・関係機関広報紙及びマスメディアを利用した広報・
　　　　啓発活動を推進した。
　　　○県内の小・中・高等学校等157校において、楽物乱用防止教室（延べ188回）を開催
　　　　した。
　　　・実施主体：警察本部、警察署
　　　・事業実施期間：通年

― 警察本部
少年女性対策課
組織犯罪対策課

●若年層への薬物乱用防止教室
　・健康教育研修会で、薬物乱用防止教室について説明をし、必ず実施するよう呼びかけ
    た。
　・島根県薬剤師会と連携し、学校薬剤師が学校での「薬物乱用防止教室」の講師となるよ
　　う依頼をした。
　・薬物乱用防止教室の実施率
　　小学校60.5％　中学校84.2％　高等学校100％

― 教育庁
保健体育課

(1) 思春期・若年期における健康づくり
　　　エイズや性感染症予防のための知識の普及啓発、薬物の乱用防止
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●喫煙等の悪影響についての普及啓発活動
　①小中高校及び公民館、子育て支援センターを対象とした受動喫煙防止対策の状況につい
　　ての調査を実施
　②各圏域健康長寿しまね推進会議及び市町村での啓発活動
　③小中学校を対象とした出前講座の実施、学校からの要望を受けて教材の貸出などを実施
  ④中高生を対象にした受動喫煙対策リーフレットを教育委員会等を通じて周知
　⑤受動喫煙対策における普及啓発ポスターの配布

541 健康推進課

●未成年者の喫煙防止に向けた環境づくりや受動喫煙防止対策の推進
　・健康増進法の一部を改正する法律の周知徹底を図るとともに、学校での受動喫煙防止の
　　徹底を図った。
　　＊平成30年度公立学校　敷地内禁煙実施率100％。
　・健康教育研修等で、喫煙防止を含めた薬物乱用防止教室の開催を呼びかけた。
　　＊薬物乱用防止教室の実施率　小学校60.5％　中学校84.2％　高等学校100％

― 教育庁
保健体育課

●妊娠・出産包括支援事業
　・母子保健従事者研修会の開催
　　母子保健に従事する保健師等を対象に、地域特性に応じた母子保健施策の展開方法及び
　　対象者への適切な支援方法の学習を目的した研修会を実施
　・対象者：市町村及び保健所、児童相談所の保健師等母子保健事業に従事している者
　・参加者：72名

134 健康推進課

●妊娠・出産・子育て支援推進事業
　・妊娠・出産・子育て支援体制整備に取り組む市町村への支援
　　市町村が国庫補助金を活用して、子育て世代包括支援センターの開設準備、又は新たに
　　産後ケア事業を実施するために施設を修繕する場合に、必要となる経費を補助
　・補助額：国庫補助金における市町村負担割合の1/2
　・補助自治体数：４自治体

1,781

●不妊専門相談センター事業
  不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療に関する知識を有する専門医師・助産師等による電話相
　談及び面接相談を行い、悩みの解消及び適切な情報提供により自己決定ができるよう支援
　した。
  ・実施主体：県
  ・主な事業内容
    　電話相談：月～金15:00～17:00
　　　メール相談：随時
   　 面接相談：要予約
  ・実施場所：県立中央病院に「不妊専門相談センター」を委託設置
  ・対    象：不妊で悩む夫婦等
  ・相談件数：61件

2,090

●特定不妊治療費助成事業
  不妊症のため子どもを持つことができない夫婦に対して治療費が高額である体外受精及び
　顕微授精（特定不妊治療）について、その医療費の一部を助成することにより経済的負担
　の軽減を図った。
  ・実施主体：県
  ・助成額
　　【特定不妊治療】治療１回につき助成上限額15万円
　　　　　　　　　　（初回治療に限り上限30万円）
     　　　　　　　 （治療内容によっては上限7万5千円）
    【男性不妊治療】特定不妊治療に併せて治療を受けた場合、治療1回につき上限15万円
　　　　　　　　　　（初回に限り上限30万円）
　・助成回数　　　　40歳未満：通算６回まで
　　　　　　　　　　40歳以上43歳未満：通算3回まで
　・助成件数：537件
　　（※松江市の中核市移行に伴い、平成30年度より松江市在住者分を含んでいない）

86,819

●男性不妊検査費助成事業
　不妊の原因の約半数は男性にあると言われているが、男性の治療参加は遅れがちで、治療
　効果も上がりにくい。このため、男性不妊検査費の一部を助成することで、男性不妊に対
　する意識啓発を図った。
　　・実施主体：県
　　・助成額：男性不妊検査費用の7/10（上限2万8千円）
　　・助成件数：54件
　　・広報：リーフレット配布、
            女性向け健康情報サービス「ルナルナ」を活用した情報発信

521

●妊娠高血圧症候群等療養援護費支給事業
  妊娠中毒症に罹患している妊産婦が必要な医療を受けるために入院した場合、その療養に
　要する費用の一部を支給する。
  ・件数：０件

―

(2）妊娠・出産などに関する健康支援
　　　地域において安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

17/19



重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●お産あんしんネットワーク事業
　①周産期医療協議会
　・周産期医療協議会を開催し、島根県における周産期医療体制の充実を図った。
　・圏域周産期医療体制検討会を開催し、各圏域における周産期医療体制について検討し
    た。
　②島根県周産期医療ネットワーク構築事業
　・総合及び地域周産期母子医療センターに対し運営費等を補助した。
　・周産期医療関係者への研修等を実施した。

61,048 健康推進課

●島根で働く医師を「呼ぶ」
　「赤ひげバンク」等を活用した県外医師の招へい
　島根県内の医療機関に興味や関心のある医師に出張面談や地域医療視察ツアーを行い、希
　望にマッチする医療機関を紹介した。令和元年度は、内科など６人の医師を県内の医療機
　関に斡旋した。
　【実績】医師招へい数７人（うち産婦人科医０人、小児科医０人）
        　面談：６人
　　　　　地域医療視察ツアー参加者：12人
   ※「赤ひげバンク」とは、県が運営する医師や看護師などの医療従事者の登録制度。
　　　登録者には、機関紙や求人情報などを提供。

●島根で働く医師を「育てる」
　①自治医科大学の運営　全都道府県共同で運営
　②奨学金制度　将来県内で働くことを条件に奨学金を貸与
　③研修支援資金制度
　　県内の産婦人科・小児科医師の緊急確保のため、研修医へ研修支援資金を貸与
　　【Ｒ元年度新規貸与】産婦人科:初期１人、後期１人　小児科：初期０人、後期０人
　④寄附講座「島根大学地域医療支援学講座」の設置
　⑤しまね地域医療支援センターの設置
　　・医師のキャリア形成支援
　　・充実した研修体制の推進
  　・研修医確保に向けた情報発信
　　・ワークライフバランスの推進
　　・医療状況の把握、分析

●島根で働く医師を「助ける」
　①防災ヘリ、ドクターヘリ
　②代診医の派遣
　③周産期医療体制構築のための医療機関への支援
　④全県医療情報ネットワーク（まめネット）

749,103 医療政策課

●乳がん・子宮がん検診等の受診啓発
　街頭キャンペーンやＴＶＣＭ、講演会の開催等、様々な啓発活動を実施した。

―

●しまね☆まめなカンパニー推進事業
　従業員に対するがん検診受診促進や、仕事と治療の両立支援を行う事業所を「しまね☆ま
　めなカンパニー」として認定登録し、事業所が取り組む優良事例を県のホームページで取
　り上げる等の支援を実施した。（Ｒ元年度：39事業所認定）

―

●生活習慣病予防対策事業
　・県及び圏域健康長寿しまね推進会議において、構成団体と連携して望ましい生活習慣の
　　普及啓発を実施した。
　・がん、脳卒中、糖尿病等の生活習慣病の予防や重症化防止について、関係機関と協議を
　　行い、普及啓発を行った。
　【事業内容】
　①地域・職域連携健康づくり推進協議会の開催
  　・県及び保健所で協議会を開催し、働き盛り世代の健康づくりの推進について検討
　　・各圏域の実態に合わせたテーマにより事業主セミナーを各保健所で実施
　②脳卒中対策検討及び脳卒中情報収集活動事業
  　・県及び保健所で発症予防や連携等の検討会を開催
　　・脳卒中発症予防や重症化防止対策に活かすことを目的に研修会を開催
　　　（糖尿病対策事業と共催）
　③糖尿病対策事業
　　・県糖尿病委員会、圏域糖尿病対策連絡会を開催
　　・糖尿病腎症重症化予防プログラムを活用し、保険者で具体的な取組について検討

3,758

●思春期等相談事業
　思春期相談の専門窓口を助産師会に委託して実施するとともに、教育分野とも連携し相談
　・支援する関係者の資質の向上を図った。
　　・実施主体：県
　　・事業内容：保健所における相談件数    4件
　　　　　　　　助産師会における相談件数116件

117

健康推進課

(3）中高年期における健康づくり
　　　生涯を通じた男女の健康の保持増進
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重点
目標

基本
方向 令和元年度施策実施状況

事業費実績
（千円） 所 管 課

●たばこ対策推進事業
　・世界禁煙デー街頭キャンペーン等普及啓発やたばこの煙のない飲食店登録事業（258店
　　舗）、たばこ対策取組宣言事業所登録事業（58団体）、たばこの煙のない理美容店登録
　　事業（140店舗）の実施。
　・第４次たばこ対策指針にもとづき、受動喫煙防止と禁煙サポートを重点化した取組を行
　　った。事業所における受動喫煙防止対策の啓発チラシを作成し各圏域での働きざかり世
　　代への啓発に活用するほか、事業所や団体による「たばこ対策取組宣言」など主体的な
　　活動を促した。
　　禁煙支援薬局（91店舗）の周知により禁煙相談窓口を拡大し、まめなくんの禁煙手帳を
　　配布した。

― 健康推進課
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